
 

１ 

 

ご注意：この文書は、本投資法人の平成 24 年４月期（第 19 期）の運用状況の予想の修正及び平成 24 年 10 月期（第 20 期）の

運用状況の予想に関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。

投資を行う際は、必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びに訂正事項分をご覧いただいた

うえで、投資家ご自身の判断と責任で投資なさるようにお願いいたします。 

平成 23 年 10 月 26 日 

各  位 

不動産投資信託証券発行者名 

東京都港区赤坂八丁目４番 14 号 

プレミア投資法人 

代表者名 執行役員  川 守 祐 市

（コード番号 8956）

資産運用会社名 

プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社 

代表者名 代表取締役社長  村 岸 公 人

問合せ先 取締役 

業務運営本部長 

 
駒 井 厚 生

（TEL：03-5772-8551）

 

平成 24 年４月期（第 19 期）の運用状況の予想の修正及び 

平成 24 年 10 月期（第 20 期）の運用状況の予想に関するお知らせ 
 

プレミア投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、本日開催の役員会において、平成 23 年６月 14 日付「平成 23 年４月期

決算短信」（以下「決算短信」といいます。）で公表しました平成 24 年４月期（平成 23 年 11 月１日～平成 24 年４月 30 日）の運用状況の

予想について、下記のとおり修正することを決定しましたのでお知らせします。 

また、運用状況の連続性についてのご理解を深めていただく一助として、平成 24 年 10 月期（平成 24 年５月１日～平成 24 年

10 月 31 日）の運用状況の予想につき、あわせてお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 平成 24 年４月期（平成 23 年 11 月１日～平成 24 年４月 30 日）の運用状況の予想の修正 

 
営業収益 

(百万円) 

営業利益

(百万円) 

経常利益

(百万円) 

当期純利益

(百万円) 

１口当たり分配金 

（利益超過分配金

は含まない）(円) 

１口当たり 

利益超過分配金

(円) 

前回発表予想(A) 5,062  2,130 1,375 1,373 9,800 －

今回修正予想(B) 6,279 2,933 2,102 2,100 10,100 －

増 減 額(B-A) 1,216 803 726 726 300 －

増 減 率 24.0％ 37.7％ 52.9％ 52.9％ 3.1％ －

（注１） 金額は百万円未満を切捨て、比率は小数第二位を四捨五入して表示しています。 

（注２） 予想期末発行済投資口数は 198,100 口です。前回発表時における予想期末発行済投資口数は 140,100 口です。 

（注３） 「１口当たり分配金」は、「当期純利益」から平成 24 年４月期に見込んでいる不動産売却益に係る圧縮積立金の積立額

（想定額 100 百万円）を控除した残額を分配することを前提として計算しています。 

 

２． 平成 24 年 10 月期（平成 24 年５月１日～平成 24 年 10 月 31 日）の運用状況の予想 

 
営業収益 

(百万円) 

営業利益

(百万円) 

経常利益

(百万円) 

当期純利益

(百万円) 

１口当たり分配金 

（利益超過分配金

は含まない）(円) 

１口当たり 

利益超過分配金

(円) 

今回発表予想 6,240 2,728 1,927 1,926 10,100 －

（注１） 金額は百万円未満を切捨て、比率は小数第二位を四捨五入して表示しています。 

（注２） 予想期末発行済投資口数は 198,100 口です。 

（注３） 「１口当たり分配金」は、「当期純利益」に平成 24 年 4 月期に積立てる予定の「圧縮積立金」（前記「１．平成 24 年４月期

（平成23 年11 月１日～平成24 年４月30 日）の運用状況の予想の修正（注３）」ご参照）の一部取り崩し額（想定額74 百万円）を

加算した金額を分配することを前提として計算しています。 

 

３． 修正及び公表の理由 

本投資法人は、特定資産（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項における意味を有します。）の取得資金及び借入金の

返済の一部に充当するための資金調達を目的として、本日開催の役員会で新投資口の発行を決議し、また、保有資産１物件の売却を

決定しました。これらに伴う営業収益の増加を主な理由として、決算短信で公表しました平成 24 年４月期の運用状況の予想の前提が

変動し、当期純利益に 30％以上の差異が生じる見込みとなったことから予想を修正するものです。 

なお、決算短信で同時に公表しました平成 23 年 10 月期（平成 23 年５月１日～平成 23 年 10 月 31 日）の運用状況に

ついては、変更はありません。 
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４． 予想の前提など 

上記の運用状況の予想につきましては、別紙の「平成 24 年４月期（第 19 期）の運用状況の予想の修正及び平成 24 年 10 月期

（第 20 期）の運用状況の予想に関する前提条件」に基づき算出しています。しかしながら、今後の不動産等の追加取得または売却、

運用環境の変化等により、実際の営業収益、当期純利益、一口当たり分配金は変動する可能性があります。また、これらは実際の

業績や分配金を保証するものではありません。 

以上 

 

 

※ 本資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

※ 本投資法人のホームページアドレス  http://www.pic-reit.co.jp 
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平成 24 年４月期（第 19 期）の運用状況の予想の修正及び平成 24 年 10 月期（第 20 期）の 

運用状況の予想に関する前提条件 

 

項目 前提条件 

計算期間 
【平成 24 年４月期】 平成 23 年 11 月１日～平成 24 年４月 30 日（182 日） 

【平成 24 年 10 月期】 平成 24 年５月１日～平成 24 年 10 月 31 日（184 日） 

運用資産 

【平成 24 年４月期】 

· 平成23 年10 月31 日現在保有している既存48 物件（優先出資証券１銘柄を含みます。）に、平成23 年11 月

18日取得予定の７物件（オフィスビル６物件及びレジデンス１物件。以下、これら７物件を総称して「取得予定

資産」といいます。）を加え、平成 24 年２月１日に売却予定のレジデンス１物件（以下「売却予定資産」と

いいます。）を除いた 54 物件を前提としています。 

· 運用状況の予想にあたっては、取得予定資産を上記日付に取得し、また、売却予定資産を上記日付に

売却したものとみなし、平成24年４月期末日まで運用資産の異動（新規物件の取得、既存物件の売却等）が

ないことを前提としています。 

· なお、実際には運用資産の異動により変動する可能性があります。 

【平成 24 年 10 月期】 

· 平成 24 年４月期と保有物件数の異動がないことを前提としています。 

発行済 

投資口数 

【平成 24 年４月期】 

· 平成 23 年 10 月 31 日現在の発行済投資口数（140,100 口）に、平成 23 年 10 月 26 日開催の役員会で

決議された公募による新投資口の発行（53,000 口）及びオーバーアロットメントによる売出しに伴う第三者割当

（上限増加投資口数 5,000 口）により平成 24 年４月期中に追加発行予定である上限 58,000 口を加算した

198,100 口を前提としています。 

【平成 24 年 10 期】 

· 平成 24 年４月期と発行済投資口数の異動がないことを前提としています。 

有利子負債 

【平成 24 年４月期】 

平成 23 年 10 月期末時点の有利子負債残高 91,762.5 百万円から、以下の変動を前提としています。 

（１）追加借入 

· 平成 23 年 11 月 18 日に、取得予定資産の取得資金 34,000 百万円（付随費用を含む見込額です。）の

一部として、借入金 18,000 百万円を借り入れることを前提としています。 

（２）借入金のリファイナンス 

· 平成 23 年 12 月８日に返済期限が到来する短期借入金 20,000 百万円について、同額の借り換えを行う

ことを前提としています。 

· 平成 24 年２月 29 日に返済期限が到来する長期借入金 3,650 百万円について、同額の借り換えを行う

ことを前提としています。 

· 平成 24 年３月９日に返済期限が到来する長期借入金 5,400 百万円について、同額の借り換えを行う

ことを前提としています。 

· 平成 24 年３月 30 日に返済期限が到来する長期借入金 1,000 百万円について、同額の借り換えを行う

ことを前提としています。 

（３）借入金の返済 

· 平成 24 年２月１日に、売却予定資産の売却代金の一部をもって借入金 2,000 百万円を返済することを

前提としています。 

（４）長期借入金の分割約定弁済 

· 当該営業期間中に 75 百万円を返済します。 

なお、これらのほかに返済期限が到来するものはなく、また、新規の借入等については想定していません。

（期末予定残高：107,687.5 百万円） 

【平成 24 年 10 月期】 

平成 24 年４月期末時点の有利子負債予定残高 107,687.5 百万円から、以下の変動を前提としています。 

（１）借入金及び投資法人債のリファイナンス 

· 平成 24 年５月 18 日に返済期限が到来する短期借入金 2,000 百万円について、同額の借り換えを行う

ことを前提としています。 

· 平成 24 年７月 27 日に返済期限が到来する短期借入金 3,500 百万円について、同額の借り換えを行う

ことを前提としています。 

· 平成24年９月７日に償還期限が到来する第２回無担保投資法人債10,000百万円については、全額を

投資法人債又は借入金で償還する予定です。 

（２）長期借入金の分割約定弁済 

· 当該営業期間中に 75 百万円を返済します。 

なお、これらのほかに返済期限が到来するものはなく、また、新規の借入等については想定していません。

（期末予定残高：107,612.5 百万円） 
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項目 前提条件 

営業収益 

· 不動産賃貸事業収益については上記の運用資産に係る前提のもと、物件の追加取得による増収、保有物件の

売却による減収及び不動産等売却益の計上、並びに保有資産に関する締結済みの賃貸借契約を基に、

各物件の競争力や今後の入退居動向等を考慮した賃料水準予想及び稼働率予想等から算出しています。

· 優先出資証券による受取配当金については、キャッシュ・フローの裏付けとなる不動産が安定した稼動状況を

維持することを想定して予想値を算出しています。 

· 平成 24 年４月期については不動産売却益として 166 百万円を想定しています。 

営業費用 

· 取得予定資産の取得及び売却予定資産の売却に伴う影響がありますが、その他の保有物件について特記

すべき変動要因はありません。 

· 主要な営業費用である不動産賃貸事業費用のうち、外注委託費、水道光熱費等については保有資産に係る

過去の実績を基にして費用の変動要因を反映して算出しています。 

· 固定資産税、都市計画税等の公租公課については、原則として賦課決定された税額のうち当該営業期間に

納税すべき額を（但し営業期間毎に分割納付回数の異なる物件については、年間納付回数を営業期間に

対応させた額を）算出しています。 

なお、平成23年11月に取得予定の７物件については、固定資産税・都市計画税等の精算額は取得価格に

算入され、平成 24 年４月期の営業費用には計上されません。 

· 修繕費に関しては保有物件毎に必要と想定される金額を積み上げて算出しています。 

· 減価償却費については、保有資産に追加的な資本的支出等を勘案のうえ、定額法により算出しています。

· 以上の算出方法等により以下のとおり各費用を算出しました。 

（１）外注委託費については平成24 年４月期に684百万円、平成24 年10月期に704百万円を想定しています。

（２）公租公課については平成24 年４月期に 340 百万円、平成24 年10 月期に 447 百万円を想定しています。

（３）保有物件に係る減価償却費については平成 24 年４月期に 1,108 百万円、平成 24 年 10 月期に 1,110

百万円を想定しています。 

（４）不動産賃貸事業費用以外の営業費用（資産運用報酬、資産保管手数料、一般事務委託手数料等）に

ついては平成 24 年４月期に 471 百万円、平成 24 年 10 月期に 472 百万円を想定しています。 

営業外費用 
前記の有利子負債に係る前提に基づき、主要な営業外費用である支払利息（アップフロントフィー等を含み

ます。）及び投資法人債利息は平成24年４月期に808百万円、平成24年10月期に790百万円を想定しています。

１口当たり 

分配金の額 

· 原則として、投資口１口当たりの分配金が１円未満となる端数を除く当期未処分利益の全額を分配することを

前提としています。 

但し、平成 24 年４月期においては、「平成 21 年及び平成 22 年に土地等の先行取得をした場合の課税の

特例」（租税特別措置法第 66 条の２）に基づき、平成 24 年４月期に売却予定の保有物件の売却益の見込額

166 百万円のうち、土地売却益の 60％を限度とし、かつ租税特別措置法第 67 条の 15 に定める導管性の

要件に抵触しない範囲で圧縮積立金（想定額 100 百万円）を積み立て、平成 24 年 10 月期において当該

圧縮積立金の一部（想定額 74 百万円）を取り崩して分配金に充当することを前提としています。 

· また、運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃貸収入の変動又は予期せぬ修繕の発生等を含む種々の

要因により、１口当たり分配金は変動する可能性があります。 

１口当たり 

利益超過 

分配金 

利益を超える金銭の分配に関して、かかる分配を受けた投資主がその分配の都度、譲渡損益の算定を行うことが

必要である税務の取扱いを踏まえ、現時点では投資主に対して利益を超える金銭の分配は行わない予定です。 

したがって、平成24 年４月期及び平成24 年10 月期においても１口当たりの利益超過分配金は行わないことを

前提としています。 

 


